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[要旨]

今回、慶應義塾大学が開発した東アジア諸国のエネルギー消費・大気汚染分析用産業連関表、EDEN（ Economic Development and Environment Navigation ）により、1990年におけるアジア各国の付加価値額（ほぼＧＤＰと一致）１単位あたりエネルギー消費量を比較すると、付加価値額を市場レートでUSドルに換算した場合、日本を1.00として韓国2.3倍、台湾1.9倍、インドネシア3.6倍、中国12.4倍となり、中国が飛びぬけて高くなる。しかし、世界銀行が公表しているＧＤＰ統計から購買力平価指数を計算し、付加価値額を実質化して比較すると、韓国1.7倍、台湾1.5倍、インドネシア1.1倍、中国2.8倍となり、それ程極端な差異は生じない。

常識的に考えて、農業、しかも露地栽培のウエイトが高い中国が、付加価値１単位あたり日本の12.4倍のエネルギーを消費しているとは考えられないから、市場レートでUSドルに換算した場合の12.4倍は、明らかに過大評価であり、おそらく、購買力平価で実質化した場合の2.8倍が実態に近いものと考えられる。

このように、国際間の比較を行う場合、価格評価の方法が重要問題であり、特に、中国のように市場経済化が不十分な国について、市場レートでUSドルに換算したのでは、到底、実態を正しく把握することが出来ない。そこで、購買力平価の算定が必要になるが、上記、世界銀行のＧＤＰ統計から計算される購買力平価は、国単位のマクロの購買力平価であり、多数の部門を持つ産業連関表に直ちに適用することは出来ない。複数国の産業連関表を実質化するためには、各国産業連関表の部門ごとに計算された購買力平価が必要である。

これまで、いくつかの機関・研究者により、部門別購買力平価の試算が試みられてきたが、いずれも、① 質の相違をどのように数値化し反映させるか、② サービス業の単価をどのようにして把握するかという、２つの問題がクリアーされていなかった。今回、我々は、日中の専門家および学生による価格実態調査と、両国３都市（東京、大阪、盛岡と北京、上海、長春）の小売物価統計調査を活用することによって、日中両国のサービス業の単価比較を試みた。その結果、まだ研究は途中段階であるが、これまでの日中間購買力平価の研究を一歩前進させることが出来た。

　　本稿は、今回研究の中間報告として、日中の小売物価統計調査の内容と比較可能性、今回行った日中サービス価格調査の方法と結果、それらを利用した新たな日中購買力平価の試算について、可能な限りバックデータ等を含めて紹介したものである。
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１　中国人民元購買力平価推計に関する先行研究について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

中国人民元の購買力平価に関しては1950年代から最近にいたるまでかなり多くの人によって推計が試みられてきた。末尾に参考文献として年代順に並べたリストを載せておくので参照してほしい。それらのうち我々が最も重要と考える推計についてその特徴を少し紹介し簡単に検討しておく。これらの推計の多くはGNPないしGDPを実質化することを目的とした購買力平価の推計であるが、我々の目標は産業連関表の実質化である。そこで最初にGNPないしGDPを実質化することを目的とした推計を少数紹介し、その後産業連関表を実質化することを試みた推計を検討する。

⑴　ＧＮPないしGDPの実質化を目的とした購買力平価の推計

1)　Kravisによる中国実質GDPの推計

それ以前にも中国PPP推計の試みはかなりあるが、国連ICP型による中国PPPの最初

の推計はI.B.Kravis(1981)によって行なわれた。I.B.Kravisは言うまでもなくPPP研究に関する世界的権威であり国連のICPで中心的役割をはたしてきた人である。この中国対アメリカのPPP推計はI.B.Kravisが1979年に西側経済学代表団の一人として訪中した時のレポートの一部である。この推計に使用された中国価格データの大部分はI.B.Kravisが中国訪問時に北京、西安、武漢、南京、上海およびそのうちの３近隣農村で直接調査し集めたものである。そしてそれらの上に資本財、教育、医療の価格データ等が公表印刷物資料から補われている。この推計は限定されたデータによる試算的なものではあるとはいえ、I.B.Kravisの深い専門的知識とICPでの長年にわたる豊富な経験と情報が生かされている。そのことは例えば、中国と同じ商品がアメリカに存在しない場合、ICPのデータから、中国と同じ商品及びそれと類似のアメリカに存在する商品の両方が存在する第３の国のデータを使用し、もしアメリカに中国商品が存在したとしたらその価格はいくらになるかを推計して、価格サンプルを増やしていること等に示されている。また発展途上国の実質GDPはFisher型の２国間比較の場合よりGeary-Khamis型の多国間比較で行った場合の方が大きめになる傾向があるが、I.B.Kravis は過去のICPデータからおおまかな調整係数を計算し、それを使用して調整をしていること等にもあらわれている。結論としてI.B.Kravis は1975年の中国の実質GDPを同年のアメリカの12.3％と推計した。この推計結果はSummers  and Hestonの "Penn World Table"の
Mark 3 (The Review of Income and Wealth, 1984 June), Mark 4 (同, 1988 March)等においてもほぼそのまま使用される等のこともあり、中国PPP推計の標準的なものとして、その後の研究に大きな影響を与えた。

2)  溝口敏行･王恵玲･松田芳郎による中日購買力平価の推計

これまでの中国人民元に関する購買力平価推計のほとんどは米ドルとの関係で推計されてきたが、日本円との関係において推計する最初の試みはMizoguchi,Toshiyuki,  Wang,Hui-Ling, Matsuda,Yoshihiro (1989)によって行なわれた。主要資料として中日両国の『家計調査』を使用し、上海、東京の直接調査など他の資料も援用して、家計消費に関する中日PPPと実質消費水準の中日比較を行った。対象年は中国は1985年、日本は1985年および1960年である。この推計は上海財経大学の王恵玲女史が東京に留学していたときの貴重な業績である。

3)  Ren Ruoen･Chen Kaiによる支出・生産両サイドからの中・米購買力平価推計

　Ren Ruoen等の推計は国連ICP型による現時点での中国PPPに関する最も精緻な推計で

ある。Ren Ruoen･Chen Kai(1994)及びRen Ruoen･Chen Kai(1995)は国連ICP型による推計つまり支出サイドからの詳細な推計であるが、Ren Ruoen(1997)には支出サイドからの推計の改善された結果だけでなく生産サイドからの推計結果も載せ、支出サイド、生産サイド両方からの推計である点でも注目される。

Ren Ruoen等は中国側データには主要資料として『中国物価統計年鑑』、若干の省の地域

価格情報、"The Price Handbook in Heavy Machinery and Transportation Industries"、若干の新聞・雑誌記事等の公表印刷資料を使用しているが、公表印刷資料から全国平均の価格が得られなかったものに関しては１０都市（北京、上海、瀋陽、太原、西安、成都、南京、武漢、昆明、広東）において独自調査をしその平均をとっている。Ren Ruoen(1997)の生産サイドからの推計には『1985年中国工業普査』等を利用している。アメリカ側データには"Statistical  Abstract" ,"CPI Detailed Report", "Producer Prices and Price Indexes"等の他 "New York Times"等の広告、いくつかのスーパーマーケットの価格表等を利用している。

  Ren Ruoen等の推計結果はWorld Bankの"World Development Indicators"の1998, 

1999, 2000, 2001年各版のPPP推計の基礎資料として利用されている。また、Summers  and Hestonの "Penn World Table"では、以前のバージョンでは①のI.B.Kravis の推計を基礎にしていたが、1994年末公表のMark 5.6ではこのRen Ruoen等の推計結果が利用されたため、中国ドル表示GDPは大きく下方修正されることになった。その他、Angus Maddisonの"Chinese Economic Performance in the Long Run" でも利用される等、Ren Ruoen等の推計結果は現時点で最も広く利用されている中国PPP推計結果である。

　　

⑵　産業別購買力平価の推計と産業連関表の実質化

1)  J.R.Taylorによるアメリカ価格中国産業連関表（1981）の推計

J.R.Taylor(1991)は中国政府の公表した最初の産業連関表（MPS方式、対象年は1981年）にサービス部門を補う等若干の補足をし、各種資料から計算した産業別購買力平価を使用して、この産業連関表（サービス部門も含めて26部門）をアメリカ価格に変換した。Taylorが実質アメリカ価格の中国産業連関表を推計した目的は中国の産業連関構造の研究が目的ではなく、単価データが得られない産業部門の購買力平価について産業連関モデルを利用して推計し、購買力平価を全産業部門に拡張し、実質GNPの推計をするためである。

Taylorが使用した単価データは全て公表印刷物資料からであるが、出所が詳細に示されて

いて、非常に広範な多量の資料が丹念に渉猟されていることがわかる。しかし公表印刷物資料から得られる単価データは農林水産鉱工業電力の範囲であって、建設部門及びサービス部門の単価データは獲得できていない。建設およびサービス部門の購買力平価は農林水産鉱工業電力部門の購買力平価と産業連関表を使用した一定の仮定に基づくモデルによる推計である。

Taylorは建設部門及びサービス部門〈以下のモデルでは単価比較不可能部門という〉の生産物の購買力平価はその生産に使用される中間投入物の購買力平価及び粗付加価値の購買力平価（これは農林水産鉱工業電力（〈以下のモデルでは単価比較可能部門という〉の付加価値の購買力平価の加重平均に等しいと仮定する）の加重平均に等しいと仮定する。そして以下の連立方程式を解くことによって単価比較不可能部門のPPPを求めた。
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Pk :単価が比較可能部門の部門別生産物に関するPPP（円／元）、列ベクトル、既知数
Pu :単価が比較不可能部門の部門別生産物に関するPPP（円／元）、列ベクトル、未知数

Akk : 単価が比較可能部門から単価が比較可能部門への投入係数（元／元）、ﾏﾄﾘｯｸｽ、既知数
Auk : 単価が比較可能部門から単価が比較不可能部門への投入係数（元／元）、ﾏﾄﾘｯｸｽ、既知数
Aku : 単価が比較不可能部門から単価が比較可能部門への投入係数（元／元）、ﾏﾄﾘｯｸｽ、既知数
Auu : 単価が比較不可能部門から単価が比較不可能部門への投入係数（元／元）、ﾏﾄﾘｯｸｽ、既知数
Vk :単価が比較可能部門の付加価値係数（元／元）、行ベクトル、既知数
Vu :単価が比較不可能部門の付加価値係数（元／元）、行ベクトル、既知数

πk :単価が比較可能部門の部門別付加価値に関するPPP（円／元）、列ベクトル、未知数
πu:単価が比較不可能部門の部門別付加価値に関するPPP（円／元）、ｽｶﾗｰ、未知数

ｖk :単価が比較可能部門の付加価値額（元）、既知数

’は転置をあらわす。 は未知数であることを示している。単価が比較可能部門は1･…ｎのｎ部門である。

この推計は、建設部門及びサービス部門の単価データが得られないという環境下で産業連関分析の価格モデルを使用してそれらの部門のPPPを推計しようとした辛苦の試みであり、着想・努力は高く評価すべきであると思うが、現時点で考えると不十分と考えられる点をいくつか指摘できる。

　イ. 建設部門及びサービス部門の単価データは本当に全然得られないであろうか。これらの部門の単価データが少しでも得られれば、たとえ部分的なものであっても、それを参照し、PPP推計の中に取り入れるべきである。

ロ. Taylorは投入物の価格（PPP）からサービス価格（PPP）を推計しようとしているのであるが、中間投入の価格（PPP）だけを使って、労働、固定資本減耗のそれを使用していない。労働、固定資本減耗の価格（PPP）が大きくなればサービス価格も大きくなるという関係があるはずである。サービス価格を構成するコストとして中間投入の価格より労働価格が一層重要であると考えられる。

ハ. 単価が比較不可能部門の付加価値のPPP（価格調整係数πu）は、単価が比較可能部門の付加価値のPPP（価格調整係数πk）の加重平均に等しいという仮定で推計されているが、中国・アメリカの実態について考えると単価が比較可能部門（物的財貨生産部門）と単価が比較不可能部門（サービス部門）でこの値は大きく異なる可能性が大きいように思われ、必ずしも単価が比較可能部門の平均値を使用するのが適当であるとはいえない。 

ところで、Ren Ruoen･Chen Kai(1994)はJ.R.TaylorがPPPを部門統合するさい、中国

のみのウエイトを使用している（つまりフイッシャー型でなくパーシェ型で統合している）ことを批判しているが、この批判は必ずしも正しくないと我々は考える。中国データを元からドルに変換するには中国ウエイトを使用するのが良いとも言えると思う。

このJ.R.Taylorの中国GNPのドル推計はIMFの"WORLD ECONOMIC OUTLOOK"

が世界経済の成長率を計算するさいのウエイトとして使用されるなど、後の研究に大きな影響を与えている。

2)  篠崎美貴・趙晋平・吉岡完治による産業別中日購買力平価の推計　

中国の産業連関表の実質化（日本円表示）そのものをめざした最初の産業別購買力平価推計は篠崎美貴･趙晋平･吉岡完治（1994）である。この産業別購買力平価は1987年中国産業連関表と1985年日本産業連関表を同一価格表示に統一すること目的として推計され、中日の産業連関表に対応した44部門別の推計結果が公表された。

篠崎等は農林水産鉱工業の購買力平価は『中国対外経済貿易統計年鑑』による中国輸出品価格と『産業連関表国内生産額表』による日本国内価格の価格比較から、コークス、電力等の購買力平価は中日両国のエネルギー統計のデータから、また建築、機械修理、サービス産業の購買力平価は日中給与水準の比較から推計している。品目別購買力平価から部門別の購買力平価に統合する際にはラスパイレス、パーシェ、フイッシャー、トランスログの各算式で計算し、それらの計算結果の相違をチェックしている。

篠崎等の産業別中日購買力平価の推計はこの分野の最初の推計として非常に高く評価できるものであるが、以下のようなことが残された問題点と考えられる。

問題点の第1は中国側の主要データとして『中国対外経済貿易統計年鑑』による輸出品価格が使用されていることである。篠崎等は「中国で公表されている統計資料中には生産者価格表示の個別商品データが見当らない。しかし商品の輸出に関する単品データは整備されており、その商品構成は国内で製造された商品構成にほぼ接近しており、しかも輸出品は品質の面で国際市場の基準を達成あるいは接近しているものが多いので品質の格差から生じる比較不能の問題は概ね存在しないと考えられる」ので『中国対外経済貿易統計年鑑』による輸出品価格を使用したと述べている。主張されていることは一応もっともだと思われるが、しかし問題は中国の輸出品と国内販売品の価格水準が同じと仮定できるかどうかということである。一般論としても市場為替レートと購買力平価とが相違する重要要因は、市場為替レートが主として貿易品価格を反映するように決定されるものであるのに対して、購買力平価は貿易品価格だけでなく国産国内販売品の価格水準の相違をも反映するように決定される指標である（もちろん相違は市場為替レートが商品の価格水準だけでなく資本市場、当局の政策その他の要因からも影響を受けるということにもよるが）ということであるから購買力平価が市場為替レートからどの程度相違しているかを測定しようとする際に輸出品と国内販売品の価格水準とが同じという仮定を採用するのは良い方法とはいえない。輸出品と国産国内販売品の各々は統合された産業分類では同一産業に属していても細分化された産業分類では別の産業に属していて国際比価は細分化された産業部門ごとに異なる可能性がある。中国国内には輸出には向かわない国産国内販売の商品が大量に存在しており、その価格水準はたとえ品質の相違を十分に調整したとしても、貿易品の価格水準あるいは国際的な価格水準と大きく異なっている可能性があり、その究明こそが中国購買力平価推計の本来の課題であるはずである。中国の国民経済計算や産業連関表の主要部分を占める国産国内販売商品額は中国国内価格に基づいて作成されているのであり、それを実質化するのが購買力平価推計の主目的なのだから。

問題点の第２は建築、機械修理、サービス産業の購買力平価を日中給与水準の比較のみから推計しているということである。建築、機械修理、サービス産業の価格はその給与水準だけでなく、これら産業の労働生産性、中間投入生産性、中間投入価格、固定資本（減耗）生産性、固定資本（減耗）価格、利益率等の総合として決まる。従ってやはり建築、機械修理、サービス産業の購買力平価も直接調査にもとづく価格比較により推計するのがベストである。そして、もしそれが不可能だとしても、給与水準のみの比較ではなく、他の要因も考慮した比較のモデルを考え、それに基づく推計をするのが望ましいと考えられる。

3)  李潔・泉弘志による中国産業連関表の日本価格表示への変換の試み

②の篠崎等の推計が公表されたのとほぼ同じ時期に李潔が1990年を対象とした中日産業別購買力平価とそれに基づく中国産業連関表（33部門表）の日本価格への変換の試みを環太平洋産業連関分析学会の大会で公表した（それは後にほぼそのまま李潔（1995年）としてまとめられた）。李潔は篠崎等と違って中国側データとして『中国物価年鑑1991』、『中国物価統計年鑑1992』『物価文件選編』『全国鉄路列車時刻表1992』『中国民航国内運価』『中華人民共和国交通部直属水運企業輪船客票票価表』等の中国国内販売価格に関する公表印刷物資料を使用している。またサービス価格の一部では西安における独自調査も試みている。日本側データとしては『1990年産業連関表国内生産額表』『1990年全国物価統計調査報告第2巻小売価格資料編』『1990年工業統計表(品目編)』『運輸経済統計要覧』『ぽすたるガイド』『JTB時刻表』その他を使用している。李潔は単価データの得られなかった産業部門（建設、ｻｰﾋﾞｽ等）の購買力平価に関しては単価データの得られた産業部門のうち生産技術・市場状況ができるだけ類似していると思われる産業の購買力平価（類似産業を特定できない場合は全産業の平均）をあてはめるという方法で補完している。また李潔の中日購買力平価には品目別PPPから産業別平均を求めるさいのウエイトに中国側には信頼にたるウエイトデータが得られなかったという理由で日本の品目別国内生産額のみを使用している等の問題点もあるが、この推計は篠崎等の試みとともに中日産業別購買力に関する最初の試みである。李潔のこの推計は後に泉弘志の協力を得て若干の改善を加えバージョンアップして李潔･泉弘志（1995）【中国語】Li,Jie, Izumi,Hiroshi, Nakajima,Akiko (1995)【英語】として公表された。

李潔、泉弘志はその後任文の協力も得て1995年を対象とした中日産業別購買力の推計も試

み、李潔･任文･泉弘志（2000）、李潔（2001）、Wen Ren, Jie Li and Hiroshi Izumi(2001)、Hiroshi Izumi and Jie Li（2001）として公表した。1990年を対象とした時の推計法より改善されている主要な点は次の3点である。第1は、1995年は1990年と違い『中国工業普査』(中国鉱工業センサス)が使用できるのでそれに基づいて中国側の鉱工業生産物に関して詳細な価格資料が利用できたことである。第2は、単価が得られない部門（建設、ｻｰﾋﾞｽ部門等）に関してJ.R.Taylorの方法を参考にしつつその弱点を出来る限り補う方法を工夫した（中間投入価格だけでなく賃金水準等もモデルに取り入れたこと、単価比較不可能部門の残余のPPP調整係数を単価比較可能部門のそれと対応させる時全産業の平均ではなく状況の類似した産業のそれを対応させた等）ことである。第3は中国の輸入品、輸出品に関する購買力平価に関して『中国貿易統計』による価格データを使用して国内品（国産国内販売品）と区別して推計したことである。

以上の李潔・泉弘志の中国購買力平価推計には改善すべき点がまだまだ数多く残されてい

ると考えられる。それらのうち大きな論点は以下の２点であろう。

第1は商品の品質を充分にそろえた上で価格比較をした購買力平価推計にすべきであると

いうことである。1995年推計の場合『中国工業普査』に同一品目に関して3段階の品質を区別して単価データが得られる品目がかなりあるのでそれらに関しては中国の優等品の価格と日本平均価格とを比較するという方法で購買力平価が推計されている。しかしこの方法が両国の商品の品質をどの程度そろえたことになっているのか定かではない。またこれら以外の商品については、価格比較を出来る限り細かく分類された品目同士を比較するように努めたこと、計算してみて価格が極端に違うものはたとえ品目名が同じであっても品質がちがうものなのであろうと考えデータから削除した等のこと以外は品質の考慮はできていない。もともと購買力平価を推計するということを目的としていない公表統計データを使用して購買力平価を推計しようという場合品質をそろえた比較にするというのは極端に困難な課題であり、本来は購買力平価そのものを目的とした直接調査等が必要となる。

    第2は単価が得られなかったという部門（建設、サービス部門等）に関する問題である。

これらの部門のうちには一般公務のように単価という概念が成立しにくいものもあるが、公表

統計データだけにたよるのではなく直接調査等をすれば単価比較が可能なものもかなりある。

単価が得らない部門のモデル推計の方法を改善することも必要であるが、単価比較により計算

する部門を増やすことがより基本的な課題である。
2 日中両国の小売価格実態調査

⑴　問題の所在

今回、慶應義塾大学が開発した東アジア諸国のエネルギー消費・大気汚染分析用産業連関表、EDEN（ Economic Development and Environment Navigation ）により、1990年におけるアジア各国の付加価値額（ほぼＧＤＰと一致）１単位あたりエネルギー消費量を比較すると、付加価値額を市場レートでUSドルに換算した場合、日本を1.00として、韓国2.3倍、台湾1.9倍、インドネシア3.6倍、中国12.4倍となり、中国のエネルギー消費量が極端に大きくなる。しかし、世界銀行が公表しているＧＤＰ統計から購買力平価指数を計算し、付加価値額（ほぼＧＤＰと一致）を実質化すると注1、韓国1.7倍、台湾1.5倍、インドネシア1.1倍、中国2.8倍となり、各国間にそれほど極端な差は見られない。

常識的に考えて、農業、しかも露地栽培のウエイトが高い中国が、付加価値１単位あたりでみて、他のアジア諸国を大幅に上回るエネルギーを消費しているとは考えられないから、市場レートでUSドルに換算した場合の12.4倍は、明らかに過大評価であり、おそらく、購買力平価で実質化した場合の2.8倍が実態に近いと言えよう。

このように、国際間の比較を行う場合、価格評価の方法が重要問題であり、特に、中国のように市場経済化が不十分な国について、市場レートでUSドルに換算したのでは、到底、実態を正しく把握することが出来ない。そこで、購買力平価の算定が必要になるが、上記、世界銀行のＧＤＰ統計から計算される購買力平価は、国単位のマクロの購買力平価であり、多数の部門を持つ産業連関表に適用することは出来ない。産業連関表を実質化するためには、産業連関表の部門ごとに計算された購買力平価が必要になる。

しかし、これまで、いくつかの機関・研究者により、部門別購買力平価の試算が試みられてきたが、いずれも、①質の相違をどのように数値化し反映させるか、②サービス業の単価をどのようにして把握するかという、２つの問題がクリアーされていなかった。

⑵　日中３都市の小売物価比較

日本では、総務省によって詳細な小売物価調査が行われており、その中にはサービスの価

格も含まれている。中国も国家統計局および各省・市によって同様の調査が行われているが、国家統計局から個別単価の情報を得ることは不可能（省・市から価格変化率が報告されている）である。今回、幸いにも北京市、上海市および長春市から1990年および1995年の個別単価情報を入手することができたので、それを、東京、大阪および盛岡市の単価と対比させて日中の価格比較を試みた注2。

調査品目数は、日本が財500、サービス134、中国は財333、サービス186であり、両国・各都市とも、かなり詳細な価格調査を実施している。その内、比較可能な調査品目（ほぼ品目の定義が一致するもの）は、日本側から見て、財192品目（38.4％）、サービス38品目（28.4％）、中国側から見て、財186品目（55.9％）、サービス35品目（50.0％）であった（両国の数字が異なるのは、１対複数対応があるためである）。

質の違いを無視すれば、かなり多数の財・サービスについて両国の価格を比較することができたが、これを産業連関表の実質化に利用するとなると、30部門程度の表を想定したとしてもなお不十分である。とくに、サービスについては、両国とも、もともと調査品目が少ないこともあり、不十分さが目立っている（調査結果は、別表１-1～2を参照）。

⑶　日中両国の価格実態調査

　　そこで、今回、我々は、日中の専門家と学生アルバイトによる価格実態調査を実施した。調査の概要は、以下の通りである注3。

1 調査地点は、日本は東京とその周辺、中国は北京、上海およびその周辺。

2 調査品目数は、サービス264、財89.

③　両国の専門家または学生が、両国共通の調査表に基づいてデパート、専門店等の実際の価格を調査。

④　調査時点が2001年なので、調査時点対1995年および1990年の、当該サービスが含まれる消費者物価指数により、1990年および1995年に換算。

　　計画では、両国の調査担当者が相互に訪問し、実地見学の上で質の違いを討論し、日本を1.00とした質の修正係数を作成する予定であったが、残念ながら、調査メモと写真にとどまり、実施できていない。したがって、前述した、①質の相違をどのように数値化し反映させるか、②サービス業の単価をどのようにして把握するかという２つの問題のうち、質の相違については、全く手がついていない。

ところで、今回の調査は、2001年10月という特定の時期に、東京、北京および上海という特定の都市の、任意の販売店等において、ただ１回だけ行ったものであるから、代表性という点で大いに問題がある。代表性を確保するためには、今後、もっと調査地点を増やして繰り返し調査を行う必要があるが、結果を見ると、一部に問題はあるものの全体として納得できる結果が得られているから、それほど回数や調査地点を増やさなくとも、良好な結果が得られるのではないかと思われる。

結果として、今回の調査結果は、「工業センサス」や「小売物価調査」ではカバーできない対企業サービス部門、公共サービス部門および外食、衣服等の多品種財部門を補完する上で、非常に有用であった。（調査結果は、付表2-1～2を参照）。

３　新たな日中購買力平価の試算

⑴　調査結果の利用

今回、我々は、２の(2)の小売物価データ、および、２の(3)の価格実態調査結果を利用して、中国と日本の産業連関表を実質化するための新たな日中購買力平価を試算した。サービスに関する情報の追加によって、これまでの日中間購買力平価の研究を一歩前進させることが出来たと考えている。なお、当然のことながら、２の(2)にも(3)にも、間違い、あるいは利用に適さないデータが含まれている可能性があるので、今回は、主に数学的な処理により、イレギュラーを取り除いて利用している。

付表3-2は基本的に付表2-1のデータを利用して、1995年価格に変換した東京小売価格÷1995年価格に変換した北京と上海の平均小売価格によって品目ごとの購買力平価を算出した。購買力平価部門平均値を算出するさいに日本の国内生産額をウエイトに使用した。










⑵　均衡価格モデルによる推計

「建設」、「商業」、「教育･研究･医療」、「公務」および「その他の工業」の5部門の購買力平価は、価格データによって推計された28部門の購買力平価と産業連関表などのデータを利用して、以下の均衡価格モデルによって推計した。
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ここでは、部門の数を32個とし、単価直接比較された部門は28部門とし添字の｢ｋ｣で表す；単価直接比較不可能な部門は5部門とし添字の｢ｕ｣で表す；「’」は転置を表す；未知数の記号に下線をつけて記す。ここで用いる記号の定義は次のとおりである。

Pk :　28部門のPPP列ベクトル
Pu :　未知部門のPPP列ベクトル

Akk : ｋ部門からｋ部門への投入係数行列(28×28)
Auk : ｕ部門からｋ部門への投入係数行列(5×28)
Aku : ｋ部門からｕ部門への投入係数行列(28×5)
Auu : ｕ部門からｕ部門への投入係数行列(5×5)
ｄ：部門別固定資本減耗係数､列ベクトル
Pｄ：固定資本（減耗）に関するPPP

ｆ：固定資本形成のシェア､行ベクトル
Pｗ：部門別賃金比率(＝日本部門別平均賃金÷中国部門別平均賃金)を対角要素とした行列
ｗ ：部門別雇用者所得係数､列ベクトル
πk ：ｋ部門のPPP価格モデルを均衡させるための調整項目
πu：定義上πkと同様であるが、PPPが未知の部門についてはπkの加重平均に等しいことを仮定、ここではPPP未知部門の性格を考慮し、第一次産業を除く部門のπkの加重平均値にする。
X：部門別国内生産額､πkの加重平均値を求める際のウェイトとして使用

方程式体系は35個の方程式から成り、35個の未知数（Pu 5個+πk 28個+Pｄ1個+πu 1個）を含む。中国1995年産業連関表(A､ｄ､ｆ､ｗ、X)、推計された28部門の購買力平価(Pk)およびわれわれが推計した日中部門別賃金比率(Pｗ)をこのモデルに代入して計算した。

　日中部門別賃金比率の推計に必要な日本の産業別1人あたり平均賃金は『平成7年産業連関表』を中国型33部門に統合したうえで、雇用者所得÷有給役員･雇用者数として算出した。中国については『中国統計年鑑』における「分細行業職工平均工資」(細分類産業別平均賃金)を「分行業職工人数」をウエイトとして33部門に統合した結果を基本的に使用するが、周知のように中日で給与制度が異なっており、中国では医療、老後などの社会保障費がほとんど賃金に含まれてなく、国および企業が個人に支払った給与と比べ、住宅24％、養老20％、医療10％、失業0.66％、労災0.008％、合せて54.67％を負担しているといわれている注4。また、中日の労働時間についても差があると考え、『1995年全国1％人口抽様調査資料』(中国95年人口に関する１％サンプル調査結果)における｢表3-11全国按性別･行業一週内工作小時分的就業人口｣(性別･産業別週間労働時間による就業人口)から中国の産業別週間労働時間を、また総務庁統計局『労働力調査年報』「第5表産業，従業上の地位別従業者の平均週間就業時間数」における日本の産業別雇用者週間労働時間と比較した結果、産業ごとに若干の相違が存在するが、多くの場合日本が中国より１割ぐらい長く働いていることが分かったので、この２点について調整し、日本の賃金と同様な定義で中国産業別１人あたり平均賃金を算出した。

(3)　試算の結果

今回の試算によると、1995年における購買力平価で換算した日本円と中国元の交換レートは、平均1元72.4円であった。同年の市場レートは1元11.25円だから、6.4倍、円が過大評価（元が過小評価）されていたことになる。中国産業連関表の33部門別に見ると、開きが大きいのは、公務（280.8円／元）、商業（216.5円／元）、旅客輸送（150.7円／元）等のサービスと、石炭（110.6円／元）、コークスおよび石炭製品（169.3円／元）であり、一方、石油（13.6円／元）、輸送機械（18.0円／元）、電子・通信機械（18.4円／元）は、ほとんど市場レートとの乖離が見られなかった。最近問題になった農林水産物も（81.9円／元）と、市場レートから大きく乖離している（詳細は別紙３-1～2を参照）。
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1995年中国型33部門日中購買力平価の試算結果

　　　　　*印は、インプリシットにより推計した部門である。
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注１　1990年における市場為替レートと、世界銀行のGDP統計から換算した購買力平価による為替レートの関係は、以下の通り。


　 　　　　　　日　本　　  中　国　　  韓  国　　　タイ　　インドネシア　フイリピン


　　 　　　　　　　(円)　　  　(元)　   （ウオン） （バーツ） （ルピア）　　（ペソ）


市場レート　　144.79      4.78       707.76      25.59     1842.80       24.31


購買力平価    188.42      1.09       542.41       9.82      577.71        6.05    


注2　中国物価データの翻訳および処理は、埼玉大学大学院経済研究科載艶娟が担当した。　


注3　本調査は、慶應義塾大学産業研究所「未来開拓学術研究プロジェクト」（日本学術振興会）および木地


孝之・新保一成の「産業連関表を利用した世界経済モデルの開発」（平成13年度慶應義塾学事振興資金）の一環として実施したものである。


調査に参加した学生および専門家は、下記の通りである。


日本：慶應義塾大学商学部木地研究会学生（畠亮二、残間綾子、小此木崇志、廣畑陽子、菊池幸将、町田篤司、小薗達哉）


中国：（責任者のみ）国家統計局国民経済計算司長 許憲春、同処長 斉舒暢、北京市統計局国民経済計算処長 魏小真、上海市統計局国民経済計算処長 張厳





注4　陳立・李虹『社会保障―経済的穏定器』中共中央党校出版社1996年、p.46
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